
要旨　新学習指導要領（2017年３月告示）において，情報活用能力は「学習の基盤となる資質・能力」と位
置づけられ，各学校のカリキュラム・マネジメントと主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を
通してこれを育成することが求められている．これまでの実践の多くは，小・中・高等学校を通して体系的
に情報活用能力を育成することを強調する一方で，幼児教育から義務教育への移行期にあたる「幼小接続
期」を含めてその体系化を図る視点は希薄であった．しかし，子どもが情報通信技術に触れる年齢は低年齢
化している．幼児の多くは無意図的にICTに関する「原体験」を積んでいる．これを小学校の教科等の「主
体的な学び」につなぐため，幼小接続期を含めて体系化を図る必要がある．幼稚園教育要領において，情報
機器の活用は「直接体験を補完する」ものとされている．小学校の低学年の教育活動の計画及び実践にこの
視点を活かすことが必要である．

キーワード：情報活用能力　幼小接続期　学習指導要領　幼稚園教育要領

１．はじめに
急速に情報化が進展する社会において，子どもた

ちが自信をもって自分の人生を切り拓き，よりよい
社会を創りだしていくことができるよう，情報や情
報手段を主体的に選択し活用していくことのできる
力，すなわち情報活用能力を育成する必要がある．

情報活用能力とは，世の中の様々な事象を情報と
その結びつきとして捉えて把握し，情報及び情報技
術を適切かつ効果的に活用して，問題を発見・解決
したり，自分の考えを形成したりしていくために必
要な資質・能力である．これまで「情報活用の実践
力」「情報の科学的な理解」「情報社会に参画する態
度」の３観点に整理され，様々な実践が蓄積されて
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きた．
2017年に改訂された新しい学習指導要領では，学

校教育全体や各教科・領域等を通して育成を目指す
資質・能力を「知識・技能」「思考力・判断力・表
現力等」「学びに向かう力，人間性等」の３つの柱
に従って整理し教育課程において明確化することが
求められている．

情報活用能力についても，中教審初等中等教育
分科会に「情報ワーキンググループ」が設置され，
小・中・高等学校の各教科の指導を通じて，情報に
かかわり，どのような資質・能力を身に付けること
が期待されるかについて検討が行われてきた．本
ワーキンググループでは，小・中・高等学校の各教
科で育成を目指す情報にかかわる資質・能力を「知
識・技能」「思考力・判断力・表現力等」の３つの*  あさの　のぶひこ　文教大学教育学部心理教育課程
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柱にそって整理し，それを踏まえて高校「情報科」
で育成すべき資質・能力を検討している１）．このよ
うな新学習指導要領に向けた議論を振り返ると，情
報活用能力は，小・中・高等学校の各学校段階をつ
ないで系統的に育成すべき資質・能力と捉えられて
いることが確認できる．

実際，小・中・高等学校の新学習指導要領におい
て，情報活用能力は「学習の基盤となる資質・能
力」という共通の位置づけがなされている．情報活
用能力は，単なる情報機器の活用能力ではなく，言
語能力や問題発見・解決能力とならんで各教科を学
ぶうえで基盤となる資質・能力とされている．

しかしながら，情報活用能力の系統的な育成に向
けて小・中・高等学校間のつながりが強調される一
方で，義務教育への導入期である小学校低学年，と
りわけ幼児教育から小学校教育への移行期である

「幼小接続期」において育成される資質・能力を含
めてその系統化を図る視点は希薄であり，ほとんど
議論されていない．幼小接続期は，幼児教育から義
務教育への移行期であるばかりでなく，生活科を中
心として各教科を合科的に学び，小学校における教
科学習の基盤形成を図るための重要な時期である．
情報活用能力の「学習の基盤」という位置づけを考
慮すると，幼小接続を含めて情報活用能力の系統化
を試みることは，各学校におけるカリキュラム・マ
ネジメントや主体的・対話的で深い学びの実現をめ
ざすうえで重要な視点になると思われる．

そこで本研究は，小学校低学年，とりわけ幼小接
続期に焦点をあてて情報活用能力の体系的な育成の
在り方を考察することを目的とする．

　
２．情報活用能力とは

1986年４月，臨時教育審議会第二次答申におい
て，情報活用能力をあらゆる学力の基礎・基本とし
て育成することの必要性が提起された．すなわち，

「社会の情報化の進展に伴い、情報活用能力（情報
リテラシー―情報および情報手段を主体的に選択し
活用していくための個人の基礎的な資質）をどの程
度身につけるかによって、情報化の弊害の中に埋没
してしまうかがかなり左右される」とし，「情報活
用能力の育成に本格的に取り組んでいくことが必要

である」と２）．
情報活用能力の具体的内容は，1985年に文部省に

設置された「情報化社会に対応する初等中等教育の
在り方に関する調査研究協力者会議」で検討され，
次の４つの内容からなるものと定義された３）．

①情報の判断，選択，整理，処理能力および新た
な情報の創造，伝達能力

②情報化社会の特質，情報化の社会や人間に対す
る影響の理解

③情報の重要性の認識，情報に対する責任感
④情報科学の基礎および情報手段（特にコン

ピュータ）の特質の理解，基本的な操作能力の
習得

こうした情報活用能力の定義および内容を踏ま
え，1987年の教育課程審議会答申では「社会の情報
化に主体的に対応できる基礎的な資質を養う観点か
ら、情報の理解、選択、処理、創造などに必要な能
力及びコンピュータ等の情報手段を活用する能力と
態度の育成が図られるよう配慮する。なお、その
際、情報化のもたらす様々な影響についても配慮す
る」と提言された４）．

これらの答申を受けて，1989年に改訂された学習
指導要領において，中学校技術・家庭科において選
択領域として「情報基礎」が新設され，中・高の関
連する各教科で情報に関する内容を取り入れるとと
もに，各教科の指導において情報機器を活用するこ
ととされた．

1997年10月，「情報化の進展に対応した初等中等
教育における情報教育の推進等に関する調査研究協
力者会議」の「第一次報告」がとりまとめられた．
この報告書において，「これからの高度情報通信社
会で生きるすべての子どもたちが備えるべき資質と
いう観点」から「情報活用能力」の範囲を明確にす
る必要があることが強調された．「様々な情報や情
報手段に翻弄されることなく、情報化の進展に主体
的に対応できる能力をすべての子どもたちに育成す
る」ことに重点がおかれ，情報活用能力の内容は以
下のように見直された５）．
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これらは今日では情報活用能力の３観点と呼ばれ
ているものである．

2006年８月，文部科学省から「初等中等教育の情
報教育に係る学習活動の具体的展開について」とい
う報告書が出された．この報告書では「小・中・高
等学校の全ての学校段階において，情報教育に係る
３観点について，それぞれに係る具体的な指導項目
としてどのようなものがあるかを整理することが必
要」とされ，小・中・高等学校を通して，具体的な
学習活動や指導項目を整理して，情報活用能力の系
統化を図るべきことが主張された６）．

2008年に改訂された小学校学習指導要領では，総
則の「指導計画の作成等に当たって配慮すべき事
項」において，次のように記載された７）．
「各教科等の指導に当たっては、児童がコンピュー
タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ
親しみ、コンピュータで文字を入力するなどの基
本的な操作や情報モラルを身に付け、適切に活用
できるようにするための学習活動を充実する。」
中学校学習指導要領においても，次のように記載

された８）．
「各教科等の指導に当たっては、生徒が情報モラ
ルを身に付け、コンピュータや情報通信ネット
ワークなどの情報手段を適切かつ主体的、積極的
に活用できるようにするための学習活動を充実す
る。」
2009年に改訂された高等学校学習指導要領にも中

学校と同旨の記載があった．

これらの学習指導要領の解説では，例えば，小学
校段階では，コンピュータ等に慣れ親しませること
から始め，キーボードなどによる文字の入力，電子
ファイルの保存・整理，インターネットの閲覧や電
子メールの送受信などの基本的な操作を確実に身に
付けさせることとされていた．小学校国語科では，
第２学年に「目的や状況に応じて、資料や機器な
どを効果的に活用して話すこと」「新聞やインター
ネット、学校図書館等の施設などを活用して得た情
報を比較すること」などが記載された．中学校保健
体育科では，情報機器の使用と健康との関わりにつ
いて記載された．このように，各教科等の学習活動
の中に情報活用能力の育成にかかわる記載が多く盛
り込まれた．

ただし，この改訂により教科内容の増加が図ら
れ，学校現場の多忙化に拍車がかかった．そのた
め，教員が情報活用能力の育成を「ITC活用による
効果的な指導」という狭い意味で捉えてしまう傾向
が生じたことは否定できない．情報活用能力は単な
る情報機器の活用能力ではなく，あらゆる学習場面
において機能する方法知である．各教科でICTを活
用することが本当に児童生徒の情報活用能力の向上
につながっているのだろうか．また，それは教科等
の学習場面においてどのような方法知として機能し
ているのだろうか．このような本質的な問い返しが
十分に行われてきたとはいい難い．

情報活用能力の体系的な育成をめざす上でITC活
用はその要素の一部にすぎない．情報活用能力の３
観点に立ち返り，すべての教科のつながりの中で
ITC活用を含む情報活用に係る資質・能力をいかに
全面的に育成していくかが残された課題となった．

３．新学習指導要領（2017年３月改訂）における
情報活用能力

2016年12月，中央教育審議会答申「幼稚園，小学
校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習指導
要領等の改善について」が出された．情報活用能力
は，教科等の枠を越えた全ての学習の基盤として育
まれ活用される資質・能力として位置づけられた．
情報活用能力の３観点は，これを育成するための指
導内容や学習活動をイメージしやすくし，指導を充

【情報活用の実践力】
課題や目的に応じて情報手段を適切に活用すること
を含めて，必要な情報を主体的に収集・判断・表現・
処理・創造し，受け手の状況などを踏まえて発信・
伝達できる能力

【情報の科学的理解】　
情報活用の基盤となる情報手段の特性の理解と，情
報を適切に扱ったり，自らの情報活用を評価・改善
するための基礎的な理論や方法の理解

【情報社会に参画する態度】　
社会生活の中で情報や情報技術が果たしている影響
を理解し，情報モラルの必要性や情報に対する責任
について考え，望ましい情報社会の創造に参画しよ
うとする態度
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実させることに寄与するものであることが確認され
た．そのうえで，各学校で育成をめざす資質・能力
を明確化する際の枠組である「３つの柱」に沿って
捉えて直していくことが提言された９）．

これを受けて2017年３月に改訂された新しい学習
指導要領では，情報活用能力を，言語能力や問題発
見・解決能力と同様に，「学習の基盤となる資質・
能力」と位置づけ，各学校において教科横断的な視
点から編成した教育課程やカリキュラム・マネジメ
ントを通じて育成することとした．学習指導要領の
解説では次のように示された10）．
「情報活用能力をより具体的に捉えれば、学習活
動において必要に応じてコンピュータ等の情報手
段を適切に用いて情報を得たり、情報を整理・比
較したり、得られた情報をわかりやすく発信・伝
達したり、必要に応じて保存・共有したりといっ
たことができる力であり、更に、このような学習
活動を遂行する上で必要となる情報手段の基本的
な操作の習得や、プログラミング的思考、情報モ
ラル、情報セキュリティ、統計等に関する資質・
能力等も含むものである。」
このように，現在では，情報活用能力は各学校の

カリキュラム・マネジメントを通して育成すべき資
質・能力の一つとされている．各学校で情報活用能
力を身に付けた児童生徒の姿をイメージしながら，
主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善
においてその育成を図ることが求められている．

これを受け，文部科学省は「次世代の教育情報化
推進事業」に着手した．この事業は「児童生徒に育
む情報活用能力を体系的に明確化し、教科等横断的
な情報活用能力の育成に係るカリキュラム・マネジ
メントの在り方について、各推進校における取組を
基に、全国の学校、地域において参考となるよう整
理」し，「ICTを活用した主体的・対話的で深い学
びの視点からの授業改善や個に応じた指導等、各教
科等におけるICTを活用した指導方法の開発に関す
る実践的な研究」を進めるものであった．前者は

「情報教育推進校（IE-School）」（小・中・高合わせ
て21校），後者は「ICT活用推進校（ICT-School）」

（小・中合わせて５校）が取組を進めた．IE-School
での取組を通して「情報活用能力の体系表例」が提

案された11）．
以上のように，新学習指導要領において「学習の

基盤となる資質・能力」という共通の位置づけを与
えられたことによって，情報活用能力の体系的な育
成に向けての検討が本格的に始まった．今後も新た
な実践研究の成果が次々と発表されることが期待さ
れる．

ただし，これまでの成果を振り返ると，小・中・
高等学校の接続が重視される一方で，義務教育の導
入期である幼小接続期を含めた体系化の視点は極め
て希薄であるといわざるをえない．

４．「幼小接続期」から情報活用能力を体系的に育
成する必要性

情報活用能力の体系化に向けて，幼児教育と小学
校教育の移行期である幼小接続期を重視しなければ
ならない理由は，子どもが情報機器に触れる年齢が
低年齢化しているからである．

総務省が2015年に公表した「未就学児等のICT利
活用に係る保護者の意識に関する調査報告書」12）に
よると，０歳児の１割が情報通信端末を利用（保護
者が見せたり使わせたりしている場合を含む）して
おり，その割合は年齢とともに上昇している．０
歳児と１歳児は10％台，２歳児と３歳児は30％台，
４歳児から６歳児は40％台，小学校１～３年生は
51.8％，４～６年生は68.7％という結果である．こ
のうち０～３歳児は７割がスマートフォンを利用し
ているが，年齢が上がるほどスマホよりもパソコン
等の利用率が上昇する．情報通信端末に触れること
の効果として，４歳児～６歳児の保護者の約半数

（45.8％）が「学習ができた，対象への関心が高まっ
た，検索するようになった，深く知りたがるように
なった」と回答している．こうした実態を踏まえる
と，情報活用能力の育成において，幼小接続期を考
慮せず体系化を図ることが現実に即していないこと
が理解されよう．

ただし，表１に示すように，未就学児は，保護者
が家事等で手が離せないとき，子どもがスマホやタ
ブレット端末などに触れることで「静かになる」，

「ひとりで遊ぶ」という理由が多い．４～６歳児で
は「学習ができるから」という回答も少なくはない
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が，使用しているアプリは動画閲覧が６～７割を占
めている．

こうした未就学児の情報通信機器との接触の実態
について，情報活用能力の育成という側面から考え
ると，次の３点を指摘できる．

第１に，幼児期と小学校低学年をまたぐ４歳児か
ら６歳児の40％以上が情報通信端末を利用している
ことから，この時期の子どもにとってICTは彼らが
育つ中でごく自然に接する日常的な生活環境の一部
であること．

第２に，しかし，情報通信端末を与えている保護
者は，子どもが静かになる，ひとりで遊ぶなど，家
事などで手が離せないときに親に代わって子守をし
てくれる便利な道具という程度の認識であり，保護
者自身が主体的に情報手段を選択して与えているわ
けではないこと．

第３に，それにもかかわらず，保護者の多くは，
情報通信端末によって子どもの好奇心や探究心が触
発される効果を感じていること．

保護者は目的を深く考えず，自らの都合で子ども
に情報通信端末を与えているのが実態である．無意

図的にICTに関する「原体験」を積み重ねた子ども
たちに対して，幼小接続期においては，その「原体
験」を小学校の教科等の「主体的な学び」につなぐ
ような意図的な教育活動が展開されなければならな
いだろう．情報活用能力の育成にあたって，幼小接
続期は，かつて言われていた「コンピュータなどの
情報手段に慣れ親しむ」ことにとどまらず，目的に
応じて主体的に情報手段を選択し活用する能力の基
盤を形成すべき重要な時期であると考えられる．

　
５．幼小接続期における育成に向けて

2017年３月に改訂された幼稚園教育要領では情報
活用能力という用語は使われていないものの，「指導
計画作成上の留意事項」に次のような記載がある13）．
「幼児期は直接的な体験が重要であることを踏ま
え、視聴覚教材やコンピュータなど情報機器を活
用する際には、幼稚園生活では得難い体験を補完
するなど、幼児の体験との関連を考慮すること」．
幼稚園は，幼児の直接体験を重視し，主体的な遊

びを通して総合的に資質・能力の育成を図る点にそ
の特質がある．こうした幼児期の教育方法は，小学

保
護
者
の
手
を
離
れ
る
（
保
護
者
の
手
を
煩
わ
せ
な
い
）

時
間
が
で
き
る
か
ら
（
静
か
に
な
る
、
ひ
と
り
で
遊
ぶ
）

お
子
様
の
機
嫌
が
良
く
な
る
か
ら
（
泣
き
止
む
、
笑

顔
に
な
る
）

学
習
が
で
き
る
か
ら
（
文
字
、
数
字
、
英
語
、
歌
、

し
つ
け
等
）

ア
プ
リ
で
取
り
扱
っ
て
い
る
対
象
（
文
字
、
数
字
、

英
語
、
歌
等
）
へ
興
味
／
関
心
が
高
ま
る
か
ら

利
用
を
き
っ
か
け
に
保
護
者
・
兄
弟
姉
妹
で
会
話
が

増
え
る
か
ら
（
感
想
を
話
す
、
内
容
を
説
明
す
る
）

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
等
の
操
作
を

覚
え
る
か
ら

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
、
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
等
に
触
り
た

が
る
か
ら

お
友
達
が
情
報
通
信
端
末
を
も
っ
て
い
る
か
ら

小
学
校
に
入
る
前
に
情
報
通
信
端
末
の
操
作
に
つ
い

て
学
ば
せ
た
い
か
ら

情
報
通
信
端
末
を
使
わ
せ
て
い
る
と
論
理
的
な
思
考

が
身
に
つ
き
そ
う
だ
か
ら

そ
の
他

特
に
理
由
は
無
い

０～３歳児 
（Ｎ＝ 750） 50.8 56.4 25.1 15.7 4.5 10.5 14.0 1.9 4.4 2.8 0.4 9.1 

４～６歳児 
（Ｎ＝ 600） 47.3 28.0 30.5 20.8 8.7 19.3 13.7 2.2 6.2 3.2 1.5 11.5 

小学１～３年生 
（Ｎ＝ 200） 30.0 11.0 28.0 20.5 10.5 27.5 13.5 8.0 3.5 6.0 3.0 24.5 

小学４～６年生 
（Ｎ＝ 200） 12.5 6.0 29.5 13.0 7.5 29.5 9.0 11.0 0.5 4.0 3.5 27.0 

表１　「お子様を情報通信端末（スマホ・タブレット等）に触れさせる理由」－総務省調査（2015）
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校低学年の幼小接続期の教育の中で生かされてい
る．この時期は，生活科を中心とした合科的な学び
が重視され，重点的に「学習の基盤となる資質・能
力」の形成が図られる時期である．

したがって，幼小接続期においては，教師が子ど
もの直接体験を補完する上でどのような情報手段が
適切かを判断し，教師自身の教育的意図にもとづい
て選択することが重要である．子どもたちに情報機
器を使わせる際には，他の情報手段を選択肢として
提示したり，情報収集の仕方を子どもたちと一緒に
考えたりする態度が求められる．

こうした教育活動を実現するうえで，教師自身の
情報活用能力が鍵となる．教師は子どもの実態や教
育的な目的に応じて情報手段を適切に活用すること
ができなければならないからである．そのために
も，養成や研修を通じて教師の情報活用能力の向上
を図ることが，今後ますます重要となるだろう．
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